
（３）純資産変動計算書　（平成21年4月1日～平成22年3月31日）

　貸借対照表における純資産の1年間の増減を示します。

　 ○　市民1人当たりの資産・負債・純資産及び行政コスト（連結ベース）
　　　資産：328万円　　負債：138万円　　純資産：190万円　　行政コスト：51万円
　　 （平成22年3月31日現在人口：932,421人）
○　総資産のうち、将来世代の負担義務のない正味の財産である純資産の比率は、連結ベースで58％と
　　なっています。政令指定都市移行後、急速に都市基盤整備を進めてきましたが、今後は将来世代へ
　　の負担の軽減を図っていく必要があります。

（１）貸借対照表　（平成22年3月31日現在）

　基準日（平成22年3月31日）における財政状態（資産・負債・純資産の残高）を示します。

１　金融資産 １　流動負債

２　非流動負債 ・純資産は、純経常費用により減少したものの、税収や国・県補助金、長期金融資産の変動により、
２　非金融資産 　1年間で連結で217億円増加しました。

（４）資金収支計算書　（平成21年4月1日～平成22年3月31日）

　1年間の資金（現金預金など）の増減を、性質の異なる3つの区分に分けて表しています。
（３）繰延資産

・連結で3兆円以上の資産を保有しており、そのうち学校・道路などの非金融資産が97％を占めています。
・資産額から負債額を除いた純資産額は、連結で1兆7,676億円となっています。

（２）行政コスト計算書　（平成21年4月1日～平成22年3月31日）

・税収入などにより経常的収支で生じた資金を他の収支に充てた結果、資金残高は連結で179億円
　となっています。
・経常的収支と資本的収支を合わせた基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、連結で167億
　円のプラスとなっています。

※　各表の金額は表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります｡
※　各表下部の囲み欄の金額は、連結ベースに係るものです。
※　矢印は、各表の収支尻の対応関係を示しています。
※　用語の説明

・経常費用合計は連結で4,795億円で、およそ半分が補助金、社会保障給付費などの移転支出で占めています。 　　単体・・・一般会計＋特別会計＋企業会計
・経常費用から経常収益を引いた純経常費用は連結で4,113億円で、この不足分は税収等で賄っています。 　　連結・・・単体＋本市と連携協力して行政サービスを実施している関係団体等
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　市の財政情報を分かりやすく開示するため、基準モデルにより、平成21年度決算に係る単体・連結ベースでの
財務書類４表を作成しました。
　今後、財務書類４表により明らかになった資産・債務の実態や世代間負担の衡平等の状況を踏まえ、｢財政健
全化プラン｣に基づき、税収等の歳入確保や各種経費の節減、地方債の発行抑制など、健全な財政運営に努めて
まいります。

連結【負債の部】

（２）翌年度償還

【資産の部】

　　 予定地方債

（１）未払金

（１）地方債

単体 連結

28,04033,557

73,605

7,287

0

0

負債・純資産合計

純資産合計

【純資産の部】

負債合計

（３）借入金ほか

（２）退職給付引当金

（３）賞与引当金ほか

1,766,865

1,158,412

32,761

1,807,024

1,165,250

35,581

2,925,276

1,239,006

単体

1,074,310

1,286,485

1,209,172

68,274

66,588

連結

67,215

14,937

1,171,791

1,767,636

3,054,121

65,775

31,706

1,759,875

2,998,882

1,074,310

単体

（単位：百万円）

2,972,274

0

3,054,121

81,847

17,860

366

77,313

22,200

2,998,882

出資金、基金・積立金等

資産合計

道路、公園、下水道等

（２）インフラ資産

（１）資金

（２）債権

（３）有価証券

（４）投資等

学校、市営住宅、病院等

130,310

203,602

（１）事業用資産

46,023

5,209

4,332

36,482

△ 22,441

（３）評価・換算差額等の変動

（２）長期金融資産の変動
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　1年間の行政活動のうち、福祉活動などの資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費とその行政サービ
スの直接の対価として得られた収入金等の財源の対比を示します。
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（１）財務的支出

３　財務的収支

　１＋２　基礎的財政収支（プライマリーバランス）

【経費負担割合変更に伴う差額】

【当期資金収支額】

（２）財務的収入
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１　財源変動の部

　　分担金・負担金、社会保険料など
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（２）財源の調達

・固定資産形成等

【期末資金残高】 7,287 17,860

（単位：百万円）

（単位：百万円）

【期首純資産残高】

【期首資金残高】

【当期変動額】 19,918 21,685
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